
 

平成 16 年 11 月 25 日 

報 道 関 係 各 位 

                          松江市東本町二丁目３５番地 

                          株式会社 島 根 銀 行 

                          取締役頭取 田 頭 基 典 

                          連絡先０８５２（２４）１２３４ 

                          (問い合わせ窓口:戦略企画スタッフ松井) 

 

平成 16 年度（平成 16 年 9 月期）中間決算について 

 

   11 月 25 日開催の取締役会において、平成 16 年度中間決算および中間配当について別紙の 

とおり決定いたしました。 
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株式会社　島根銀行

1.16年9月中間期の連結業績（平成16年4月1日～平成16年9月30日）

（1）連結経営成績 （注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年9月中間期 4,836 △ 5.8 590 21.6 351 24.4 

15年9月中間期 5,138 0.3 485 △ 27.8 282 △ 25.7 

16年3月期 10,040          - 661         - 476          -

1株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後 1株
当たり中間（当期）
純利益

　円 銭 ％

16年9月中間期 7.55          -

15年9月中間期 6.08          -

16年3月期 10.24          -

（注）①持分法投資損益　　　　　16年9月中間期　3百万円　15年9月中間期　△4百万円　16年3月期　△1百万円

      ②期中平均株式数（連結）　16年9月中間期  46,504,503株　15年9月中間期　46,531,214株　16年3月期　46,525,046株

      ③会計処理の方法の変更　無

      ④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（2）連結財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率
1株当たり
株主資本

連結自己
資本比率

（国内基準）
百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

16年9月中間期 325,283 14,952 4.5 321.59 9.01 

15年9月中間期 324,071 14,027 4.3 301.50 8.57 

16年3月期 319,071 14,583 4.5 313.53 8.83 

（注）期末発行済株式数（連結）　16年9月中間期　46,494,682株　15年9月中間期　46,523,452株　16年3月期　46,512,269株

      なお、16年9月中間期の連結自己資本比率（国内基準）は速報値であります。

（3）連結キャッシュフローの状況

営業活動による
ｷｬｯｼﾕﾌﾛｰ

投資活動による
ｷｬｯｼﾕﾌﾛｰ

財務活動による
ｷｬｯｼﾕﾌﾛｰ

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年9月中間期 2,693 △ 1,650 △121 6,071 

15年9月中間期 10,633 △10,246 △119 8,933 

16年3月期 11,659 △14,926 △238 5,155 

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　  連結子会社数　2社　持分法適用非連結子会社数　0社　持分法適用関連会社数　1社

（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　  　連結（新規）0社（除外）0社　　持分法（新規）0社（除外）0社

2.17年3月期の連結業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

経常収益 経常利益 当期純利益

億円 億円 億円

通期 94 8 4 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）　 8円 60銭

平成17年3月期　中間決算短信（連結）

経常収益 経常利益 中間（当期）純利益

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
　様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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企業集団の状況 

 

当行グループの事業系統図は、次のとおりであります。 

本店ほか支店34カ店、1出張所
連結子会社　しまぎんビジネスサービス㈱

㈱
島
根
銀
行

市場営業グループ

連結子会社　松江リース㈱

持分法適用関連会社　しまぎんユーシーカード㈱

銀 行 業 務

証 券 業 務

リ ー ス 業 務

クレジットカード業務

 

当行グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

（銀行業務） 

当行の本店ほか支店 34 カ店、1 出張所等においては、預金業務、貸出業務、内国

為替業務、外国為替業務等を行い、中核業務と位置づけております。 

また、連結子会社しまぎんビジネスサービス㈱においては、銀行業務を補完する目

的で現金精査、メール等の業務を展開しております。 

（証券業務） 

当行の市場営業グループにおいては、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務等

を行っております。 

（リース業務） 

連結子会社松江リース㈱においては、事業者向け金融サービスの一環としてリース

業務を展開しております。 

（クレジットカード業務） 

持分法適用関連会社しまぎんユーシーカード㈱においては、個人リテール戦略の一

環としてクレジットカード業務を展開しております。 
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経  営  方  針 

１．経営の基本方針 

当行は地域金融機関として、常に魅力あるサービスを提供することが、地域社会の発展に

貢献し、信頼される銀行になるという考えのもと、創造力豊かで、活力にみちた、明るい人

間集団をつくることを経営理念としています。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当行の利益配分につきましては、公共性・社会性を鑑み、地域金融機関としての使命を遂

行する中で、自己資本充実による経営体質の強化を図っていき、株主の皆さまへの利益還元

につきましては、継続かつ安定した配当を実施することを基本方針としております。 

 

３．中長期的な経営戦略と目標とする経営指標 

当行は、これまでに構築してきた基盤をさらに強固なものにするために、新中期経営計画

「Ｗｉｎｇ90」（平成 16年 4 月～18 年 3 月）を策定し取組んでおります。 

そして、下記の目標を達成すべく、経営革新とコンプライアンス・リスク管理態勢の高度

化に取組んでおります。 

目標とする経営指標  

 ・当期純利益  ５億円

 ・自己資本比率  ９.０％

 ・不良債権比率  ４.５％

 

４．対処すべき課題 

金融機関を取巻く環境は、景気回復の持続性への不透明感等を反映した資金需要の低迷、

企業の業況悪化など依然、厳しさが続いております。このような状況下、お客さまのニーズ

に積極的に応え、お客さまから信認を得て、地域社会の発展に貢献していくためには、「収益

性の向上」「健全性の向上」による当行の企業価値の向上が欠かせないと考えております。 

このため当行は、16 年度から中期経営計画 「Ｗｉｎｇ90」（平成 16 年 4 月～18 年 3 月）

を策定し、その実践に取組んでおります。本計画では、1．お客さまとのリレーションシップ

の強化 2．株主の皆さまに対して安定したリターンの確保 3．行員が自己実現できる体制の

構築 の 3 点を経営ビジョンとし、従来からの「トップダウン型経営」のさらなる浸透によ

り、マネジメント力を強化すべく経営革新を進めてまいります。そしてそれらを推進してい

くうえにおいて重要な役割を担う、コンプライアンス・リスク管理態勢の高度化を図ってま

いります。 

中期経営計画を実践するための具体的な戦略として ①営業の強化 ②財務の強化 ③人材

の強化 ④組織の強化 を展開し、目標とする経営指標を定め、企業価値の向上に取組んでお

ります。 

15 年度からスタートした、｢リレーションシップバンキングの機能強化計画｣においては、

一層の施策の強化促進を図るべく、積極的に取組んでまいりました。さらに本年度は、実践

年度として位置付け、精力的に取組んでおります。 

なお本計画については、当行の既定方針の再点検と位置付けていることから、その方向は

計画終了後においても何ら変わることはないと認識しております。計画終了後も、培われた

ノウハウを存分に活かし、更に強固なリレーションシップを構築することが、地域経済の持

続的な発展に寄与するものと考えております。 

今後も地域の一層の信頼・期待に応えるために、行員の人材育成に関しても積極的に取組

んでまいり、地域金融機関としての使命と役割を認識し、役職員一丸となって本経営計画で

描くビジョンの達成に向け邁進する所存でございます。 
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５．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

（１） 経営上の意思決定、執行状況および監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・

ガバナンス体制の状況 

取締役は７名であり、重要事項について迅速な意思決定を行っております。 

当行は社外監査役・監査役会制度を採用しており、監査役４名のうち 2 名は社外監査役で

あります。 

取締役会は取締役全員をもって毎月 1 回およびその他必要に応じて開催しております。そ

して商法規定にもとづき業務執行の監督として監査役も出席しております。 

また、取締役会の定めた経営方針にもとづく主要事項の取組みについて協議・意思決定を

行う機関として経営会議を開催し、迅速な組織運営に努めております。同会議におきまして

も監査役が出席しております。 

法令遵守態勢につきましては、社会的責任を遂行し公共的使命を全うするための確固とし

た企業倫理を確立すべく取組んでおります。その中で「コンプライアンス規程」や｢コンプラ

イアンスマニュアル｣を制定しております。 

（２） 当行と当行の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その

他の利害関係の概要 

社外取締役は選任しておりません。社外監査役のうち、当行に在籍経験のない監査役は 2

名で、1 名は弁護士、もう 1 名は税理士であり、経営に対する客観的な牽制機能の確保を図

っております。 

（３） コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

経営上の重要事項を取締役会に適切・迅速に付議・報告するために、取締役会付議等基準

細則ならびに経営会議付議等基準細則を制定しておりますが適宜、見直しを行っております。 

情報開示に関しては、東証の適時開示規則を参考に態勢整備を図り、タイムリーな情報開

示を実施いたしております。今年度からは、従来の四半期業績の概況開示に加え、四半期財

務・業績の概況開示も実施しております。 

地域の株主の皆様やお取引先に対しましても、｢経営情報説明｣の開催によるＩＲ活動を例

年同様に実施しております。 

コンプライアンスにつきましては、従来、コンプライアンス態勢全体の統合的な運営計画

として「コンプライアンス統合プログラム」を策定しております。経営環境を取巻くさまざ

まな諸課題に実践的に取組むべく、この統合プログラムの半期毎での見直しを実施しており

ます。 

また相談・苦情処理体制の強化を目的として従来、制定していた「相談業務規程」を｢相談

苦情処理規程｣に改定し、またお客さまからの苦情等の申し出に対し、適切に対応するために

｢苦情処理マニュアル｣を作成いたしました。 

その他、新任支店長のセミナーへの参加によるコンプライアンスの習得にも努めておりま

す。 
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経営成績及び財政状態 
1.当期の概況 

 

 平成 16 年度上半期のわが国経済は、年度当初より、海外経済の着実な回復のもと、

輸出や設備投資を中心とした最終需要の回復が続き、企業部門の改善が進むなど、着

実な回復の動きが見られました。また、企業部門の改善は家計部門に広がり、企業の人

件費抑制姿勢は維持されているものの、生産活動や企業収益の回復から、雇用情勢が

改善し、雇用者所得も下げ止まり、個人消費にも緩やかな増加の動きが見られるようにな

りました。景気全体については、実質経済成長率が 4 月－6 月期で前期比 0.3％増、年率

換算で 1.3％増と 5 四半期連続のプラス成長となるなど、堅調な回復の動きが見られるよう

になりました。 

当地山陰においては、生産は、窯業、繊維などを除き増加の動きが見られるようになり、

雇用や所得情勢の一部にも改善の動きが見られるようになりましたが、公共投資は依然弱

い基調での動きが続いていることや、個人消費も弱めの動きを続けるなど、経済全体への

波及は限定的となっております。 

このような状況のもと、当行グループは、引続き経営基盤の強化、顧客ｻｰﾋﾞｽの充実に

努めてまいりました。 

その結果、16 年度上半期の経営成績及び財政状態は次のとおりとなりました。 

 

2.経営成績 

連結ベースの預金は、個人向け商品のキャンペーン定期等に積極的に取り組みました。

その結果、基盤預金である個人預金では、前年同期比 9 億円（0.47％）（以下、前年同期

比とする）と順調に増加し、全体でも、期末残高は 11 億円（0.39％）増加の 2,981 億円と

なりました。 

連結ベースの貸出金は、厳しい景況が続く中ではありましたが、優良法人に対する積

極的な取組みのほか、個人向け住宅資金「フリープラン」が順調に推移したことなどから、

期末残高は、16 億円（0.77％）増加の 2,183 億円となりました。 

連結ベースの有価証券は、株式、受益証券が相場の回復により利益確定の売却を行

い減少しましたが、債券は効率的な運用に努め、インカム収入の確保を目的に、国債等

の購入を行ったことから、期末残高は、46 億円（7.69％）増加の 651 億円となりました。 
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連結ベースの損益の状況につきましては、経常収益は、資金運用収益が有価証券利

息配当金の増加により増収となりましたが、国債等債券売却益、株式等売却益の減少に

より 302 百万円（5.87％）減収の 4,836 百万円となりました。しかしながら、経常費用

が営業経費の減少や、不良債権処理の減少等により407百万円（8.74％）減少の4,246

百万円となった結果、経常利益は、105 百万円（21.64％）増益の 590 百万円となり

ました。中間純利益は、69 百万円（24.46％）増益の 351 百万円となりました。 

 

3.財政状態 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

前年同期比 28 億円減少し、60 億円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、79 億円減少し、26 億円となりました。これは

主に貸出金、預け金、コールローン等の増加によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により使用した資金は、85 億円減少し、16 億円となりました。これは、

主に有価証券の取得による支出が減少したことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により使用した資金は、1 億円となりました。これは主に配当金の支払

によるものであります。 

 

連結自己資本比率（国内基準）は、利益の内部留保を着実に積上げた結果、16 年

3 月末比で 0.18 ポイント上昇の 9.01％となりました。 

 

4.通期（平成 17 年 3 月期）の見通し 

   当行グループの平成 17 年 3 月期の業績予想は、連結経常収益 94 億円、連結経常利益 8

億円、連結当期純利益 4 億円を見通しております。 
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（単位：百万円）

科 目 科 目 金　　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 12,603 預 金 298,185 

コールローン及び買入手
形

13,000 借 用 金 3,948 

有 価 証 券 65,133 そ の 他 負 債 1,194 

貸 出 金 218,353 退 職 給 付 引 当 金 274 

外 国 為 替 18 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 147 

そ の 他 資 産 1,740 再評価に係る繰延税金負債 799 

動 産 不 動 産 10,779 連 結 調 整 勘 定 56 

繰 延 税 金 資 産 1,870 支 払 承 諾 5,712 

支 払 承 諾 見 返 5,712 負 債 の 部 合 計 310,318 

貸 倒 引 当 金 △ 3,930 （ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 11 

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 6,400 

資 本 剰 余 金 235 

利 益 剰 余 金 7,816 

土 地 再 評 価 差 額 金 1,177 

株 式 等 評 価 差 額 金 △  659 

自 己 株 式 △   17 

資 本 の 部 合 計 14,952 

資 産 の 部 合 計 325,283 負債、少数株主持分及び資本の部合計 325,283 

中間連結貸借対照表（ 平成16年 9月30日現在 ）

金　　　　　額

 7
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中間連結貸借対照表の注記 

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

その他有価証券のうち時価のある株式及び受益証券については中間連結決算日前１ヵ月の市

場価格等の平均に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、それ以外につ

いては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っておりま

す。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．当行の動産不動産の減価償却は、次の方法により年間減価償却費見積額を期間により按分し

計上しております。 

  建 物  定率法を採用し、税法基準の 160％の償却率による。 

          ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用し、税法基準の 160％の償却率による。 

    動 産    定率法を採用し、税法基準の償却率による。 

    その他  税法の定める方法による。ただし、構築物は税法基準の 160％の償却率による。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  4 年～50 年 

動 産  2 年～20 年 

連結される子会社及び子法人等のリース資産については、リース期間定額法、その他の動産

不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、定率法により償却しております。 

６．自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利

用可能期間（主として 5 年）に基づく定額法により償却しております。 
７．当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付してお

ります。 

８．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権に

ついては、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力

を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に

基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当

を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等の一部については、債権額から担

保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし
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て債権額から直接減額しており、その金額は 59 百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を

勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のと

おりであります。 

過去勤務債務   発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）による

定率法により損益処理 

数理計算上の差異 発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）による

定率法により翌連結会計年度から損益処理 

なお、会計基準変更時差異については、15 年による按分額を費用処理することとし、当中間

連結会計期間においては同按分額に 12 分の 6 を乗じた額を計上しております。  
10．役員退職慰労引当金は、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

11．当行並びに連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。 

12．当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業におけ

る金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジ

によっております。なお、当中間連結会計期間において当該ヘッジ会計の適用となる取引はご

ざいません。 

また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損失のうち、

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預

金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッ

ジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期

間・想定元本金額に応じ平成15年度から６年間にわたって、資金調達費用として期間配分して

おります。 

  なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は82百万円

であります。 

13．当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀

行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定す

る繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等

の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当

額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。なお、当

中間連結会計期間において当該ヘッジ会計の適用となる取引はございません。 

14．当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 
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15．当行の取締役及び監査役に対する金銭債権総額 36百万円 

16．動産不動産の減価償却累計額 29,650 百万円 

17．動産不動産の圧縮記帳額 316 百万円（当中間連結会計期間圧縮記帳額 –百万円） 

18．貸出金のうち、破綻先債権額は2,318百万円、延滞債権額は4,062百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかっ

た貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は

同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は41百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延

している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は5,925百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

21．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は12,347

百万円であります。 

なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  
22．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中

間連結貸借対照表計上額は、300百万円であります。 
23．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これ

により受け入れた銀行引受手形、商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分で

きる権利を有しておりますが、その額面金額は4,416百万円であります。 

24．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金          100百万円 

有価証券         159百万円 

担保資産に対応する債務 

  借用金          471百万円 

上記のほか、為替決済、日本銀行歳入代理店等の取引の担保として、預け金 3百万円、有価

証券12,320百万円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は93百万円であります。 

25．従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他

資産」に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 82 百万円で

あります。当中間連結会計期間においては、繰延ヘッジ利益がなかったため、評価差額と一致

しております。 

26．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業

用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
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係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 10 年 3 月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年

３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第 1 号

及び 4 号に定める地価公示価格及び財産評

価基本通達に基づいて、（奥行価格補正、時

点修正、近隣売買事例による補正等）合理

的な調整を行って算出 

27．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入

金 900 百万円が含まれております。 

28．１株当たりの純資産額 321 円 59 銭 

29．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価

証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。以下34．まで同様であ

ります。 

売買目的有価証券 

中間連結貸借対照表計上額            -百万円 

当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額   - 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間連結貸借   時 価   差 額 

  対照表計上額             うち益   うち損 

国債        -百万円    -百万円     -百万円    -百万円    -百万円 

地方債    2,423    2,533     109      109       - 

社債        -       -       -       -       - 

その他    8,500    8,085   △ 414      55     470 

合計    10,923   10,618   △ 305     164     470 

その他有価証券で時価のあるもの 

   取得原価  中間連結貸借   評価差額 

    対照表計上額          うち益   うち損 

株式     1,976百万円  1,724百万円 △  251百万円   54百万円   306百万円 

債券    50,069    49,541    △  527     203     731 

国債   18,038    17,805    △  232     107     340 

地方債   3,922     3,797    △  125      10     136 

社債   28,108    27,938    △  169      84     254 

その他    5,708     5,381     △  327     182      510 

合計   57,753    56,647    △1,106     441    1,548 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産447百万円を加えた額が、「株式等評価差額金」に

含まれております。また、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株

式について47百万円減損処理を行っております。 

なお、売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価が把握できる有価証券について、

時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理

を行っております。時価が著しく下落したときとは、時価が取得原価に比べ、30％以上下
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落した状態にあることであります。 

30．当中間連結会計期間中に売却した満期保有目的の債券はございません。 

31．当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売却額     売却益    売却損 

5,310百万円   43百万円    7百万円 

32．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりで

あります。 

内容         中間連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券            350百万円 

特定私募債            350 

関連法人等株式               17 

その他有価証券                           195 

非上場株式(店頭売買株式を除く)  193 

出資金               1 

33．当中間連結会計期間中に、保有目的を変更した満期保有目的の債券はございません。 

34．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次

のとおりであります。 

１年以内   １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超 

債券     8,363百万円  26,435百万円  11,919百万円  5,597百万円 

国債   2,649      7,118      5,956     2,079 

地方債   269      3,549      2,402        - 

社債   5,444     15,766      3,560     3,517 

その他    134      1,529      2,226     4,500 

合計    8,497     27,964     14,145     10,097 

35．当中間連結会計期間末において金銭の信託の保有はございません。 

36．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券はございません。ま

た、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の国債に10百

万円含まれております。 
37．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出

を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸

付けることを約する契約であります。これらの契約に係る当行の融資未実行残高は、34,244百

万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが6,207百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高

そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ

れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当

行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す

るほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応

じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 



株式会社　島根銀行

　平成16年 4月　 1日
平成16年 9月　30日

から
まで

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

4,836

資 金 運 用 収 益 3,142  

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （　　　  2,790）

(うち有価証券利息配当金) （　　　　  342）

役 務 取 引 等 収 益 365  

そ の 他 業 務 収 益 39  

そ の 他 経 常 収 益 1,289  

4,246

資 金 調 達 費 用 129  

( う ち 預 金 利 息 ) （　　　　   72）

役 務 取 引 等 費 用 264  

そ の 他 業 務 費 用 15  

営 業 経 費 2,327  

そ の 他 経 常 費 用 1,509  

590

10

1

599

306

△  58

0

351

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり中間純利益金額　7円　55銭

３．「その他経常費用」には貸倒引当金繰入額382百万円、株式等売却損6百万円及び株式等償却47百万円

　　を含んでおります。

４．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年３月法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、
　　平成16年４月１日以後開始する連結会計年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」
　　及び「資本等の金額」に変更されることになりました。これに伴い、当行及び一部の連結子会社は、
　　「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会
　　計基準委員会実務対策報告第12号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基づき算定さ
　　れた法人事業税について、当中間連結会計期間から中間連結損益計算書中の「営業経費」に含めて表
　　示しております。

特 別 損 失

（注）

     中間連結損益計算書

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

経 常 収 益

税 金等調整前中間純利益

法人税、 住民 税及 び事 業税

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

 13



株式会社　島根銀行

（単位：百万円）

科　　　　　　目

235

-

-

235

7,581

351

中 間 純 利 益 351

116

配 当 金 116

7,816

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 増 加 高

金　　　　　　額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

　　　中間連結剰余金計算書　　　　

平成16年　4月　 1日から

平成16年　9月　30日まで

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

 14



株式会社　島根銀行

（単位：百万円）

　科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 599

減価償却費 835

連結調整勘定償却額 △     11

持分法による投資損益（△） △      3

貸倒引当金の増加額 179

退職給付引当金の増加額 18

役員退職慰労引当金の増加額 10

資金運用収益 △  3,142

資金調達費用 129

有価証券関係損益(△) 20

為替差損益(△) 5

動産不動産処分損益(△) 49

貸出金の純増(△)減 3,048

預金の純増減(△) 6,663

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減(△) △     38

預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 △  1,181

コールローン等の純増(△)減 △  7,000

外国為替（資産）の純増(△)減 △      0

外国為替（負債）の純増減(△) △      0

資金運用による収入 3,262

資金調達による支出 △    126

その他 △    142

小　　　　　計 3,175

法人税等の支払額 △    482

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,693

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △  7,233

有価証券の売却による収入 5,310

有価証券の償還による収入 1,503

動産不動産の取得による支出 △  1,247

動産不動産の売却による収入 16

投資活動によるキャッシュ・フロー △  1,650

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △      4

配当金の支払額 △    116

財務活動によるキャッシュ・フロー △    121

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △      5

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 915

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,155

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 6,071

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の
　　　　「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります。
　　　３．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金
　　　　額との関係は次のとおりであります。

　　　　　　現金預け金勘定 12,603百万円
　　　　　　定期預け金 △  1,976百万円
　　　　　　普通預け金 △  1,510百万円
　　　　　　その他 △  3,046百万円
　　　　　　現金及び現金同等物  6,071百万円

金　　　　　　　　　額

中間連結キャッシュ・フロー計算書

平成16年　4月　 1日から
平成16年　9月　30日まで

 15
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中間連結財務諸表の作成方針 

 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等    2 社 

会社名 

しまぎんビジネスサービス株式会社 

松江リース株式会社 

② 非連結の子会社及び子法人等はございません。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 1 社 

会社名 

しまぎんユーシーカード株式会社 

② 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等はございません。 

 (3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日    2 社 

 

 



株式会社　島根銀行　　　

（単位：百万円）

科 目

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 12,603 10,596 2,007 10,506 2,097

コールローン及び買入手形 13,000 19,000 △ 6,000 6,000 7,000

商 品 有 価 証 券 0 0 0

有 価 証 券 65,133 60,478 4,655 64,617 516

貸 出 金 218,353 216,672 1,681 221,402 △ 3,049

外 国 為 替 18 18 0 17 1

そ の 他 資 産 1,740 1,958 △    218 1,782 △     42

動 産 不 動 産 10,779 10,118 661 10,430 349

繰 延 税 金 資 産 1,870 2,115 △    245 1,906 △     36

支 払 承 諾 見 返 5,712 6,214 △    502 6,158 △   446

貸 倒 引 当 金 △ 3,930 △ 3,101 △    829 △ 3,751 △   179

資 産 の 部 合 計 325,283 324,071 1,212 319,071 6,212

（ 負 債 の 部 ）

預 金 298,185 297,004 1,181 291,522 6,663

借 用 金 3,948 3,937 11 3,987 △     39

外 国 為 替 0 0 0 0

そ の 他 負 債 1,194 1,565 △   371 1,549 △   355

退 職 給 付 引 当 金 274 357 △     83 255 19

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 147 73 74 136 11

再評価に係る繰延税金負債 799 799 0 799 0

連 結 調 整 勘 定 56 79 △     23 67 △     11

支 払 承 諾 5,712 6,214 △   502 6,158 △   446

負 債 の 部 合 計 310,318 310,033 285 304,477 5,841

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 11 11 0 10 1

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 6,400 6,400 0 6,400 0

資 本 剰 余 金 235 235 0 235 0

利 益 剰 余 金 7,816 7,504 312 7,581 235

土 地 再 評 価 差 額 金 1,177 1,177 0 1,177 0

株 式 等 評 価 差 額 金 △    659 △ 1,279 620 △    798 139

自 己 株 式 △  　  17 △       9 △       8 △ 　  12 △      5

資 本 の 部 合 計 14,952 14,027 925 14,583 369

負債、少数株主持分及び資本の部合計 325,283 324,071 1,212 319,071 6,212

比較（Ａ-Ｃ）

比較中間連結貸借対照表

平成16年中間
期末（Ａ）

平成15年中間
期末（Ｂ）

比較（Ａ-Ｂ）
平成15年度末

（要約）（Ｃ）
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株式会社　島根銀行

（単位：百万円）

　　　科　　　　目

4,836 5,138 △  302 10,040

資 金 運 用 収 益 3,142 3,139 3 6,291

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 2,790 ） （ 2,863 ） （ △   73 ） （ 5,708 ）

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) （ 342 ） （ 272 ） （ 70 ） （ 572 ）

役 務 取 引 等 収 益 365 370 △ 　 5 714

そ の 他 業 務 収 益 39 83 △   44 92

そ の 他 経 常 収 益 1,289 1,545 △  256 2,940

4,246 4,653 △  407 9,378

資 金 調 達 費 用 129 143 △   14 279

( う ち 預 金 利 息 ) （ 72 ） （ 87 ） （ △   15 ） （ 164 ）

役 務 取 引 等 費 用 264 237 27 486

そ の 他 業 務 費 用 15 47 △   32 127

営 業 経 費 2,327 2,394 △   67 4,768

そ の 他 経 常 費 用 1,509 1,829 △  320 3,716

590 485 105 661

10 8 2 194

1 14 △   13 25

599 480 119 829

306 417 △  111 713

△   58 △ 222 164 △  361

0 1 △ 　 1 1

351 282 69 476

平成15年中間期
（Ｂ）

経 常 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

平成16年中間期
（Ａ）

少 数 株 主 損 益

比較中間連結損益計算書（主要内訳）

平成15年（要
約）（Ｃ）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

税金等調整前中間（当期）純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 費 用

経 常 利 益

比較（Ａ-Ｂ）

 18



株式会社　島根銀行

（単位：百万円）

科　　　　　　目

235 235 0 235 0

- - - - -

- - - - -

235 235 0 235 0

7,581 7,339 242 7,339 242

351 282 69 476 △  125

持分増加に伴う利益剰余金
増 加 高

0 0 0 0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 351 282 69 476 △  125

116 117 △  1 234 △ 118

配 当 金 116 116 0 232 △ 116

土 地再 評価 差額 金取 崩額 1 △  1 1 △  1

7,816 7,504 312 7,581 235

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 増 加 高

利益剰余金中間期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

比較（Ａ-Ｃ）

比較中間連結剰余金計算書

平成15年度（Ｃ）

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

平成16年中間期
（Ａ）

平成15年中間期
（Ｂ）

比較（Ａ-Ｂ）
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株式会社　島根銀行

（単位：百万円）

　科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 599 480 119 829 △   230

減価償却費 835 782 53 1,590 △   755

連結調整勘定償却額 △    11 △    11 0 △    22 11

持分法による投資損益(△) △     3 4 △     7 1 △     4

貸倒引当金の増加額 179 313 △   134 963 △   784

退職給付引当金の増加額 18 99 △    81 △     3 21

役員退職慰労引当金の増加額 10 △    40 50 21 △    11

資金運用収益 △ 3,142 △ 3,139 △     3 △ 6,291 3,149

資金調達費用 129 143 △    14 279 △   150

有価証券関係損益(△) 20 △   141 161 △   122 142

為替差損益(△) 5 0 5 4 1

動産不動産処分損益(△) 49 105 △    56 116 △    67

貸出金の純増(△)減 3,048 4,399 △ 1,351 △   330 3,378

預金の純増減(△) 6,663 6,145 518 663 6,000

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減(△) △    38 78 △   116 128 △   166

預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 △ 1,181 2,653 △ 3,834 △ 1,033 △   148

コールローン等の純増(△)減 △ 7,000 △ 4,000 △ 3,000 9,000 △16,000

外国為替（資産）の純増(△)減 △     0 △     8 8 △     8 8

外国為替（負債）の純増減(△) △     0 △     0 0 △     0 0

資金運用による収入 3,262 3,250 12 6,507 △ 3,245

資金調達による支出 △   126 △   161 35 △   332 206

その他 △   142 △   293 151 △    49 △    93

小　　　　　計 3,175 10,661 △ 7,486 11,911 △ 8,736

法人税等の支払額 △   482 △    27 △   455 △   252 △   230

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,693 10,633 △ 7,940 11,659 △ 8,966

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 7,233 △29,414 22,181 △36,094 28,861

有価証券の売却による収入 5,310 11,898 △ 6,588 13,261 △ 7,951

有価証券の償還による収入 1,503 8,256 △ 6,753 10,101 △ 8,598

動産不動産の取得による支出 △ 1,247 △ 1,006 △   241 △ 2,234 987

動産不動産の売却による収入 16 19 △     3 38 △    22

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,650 △10,246 8,596 △14,926 13,276

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △     4 △     2 △     2 △     5 1

配当金の支払額 △   116 △   116 0 △   232 116

財務活動によるキャッシュ・フロー △   121 △   119 △     2 △   238 117

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △     5 △     1 △     4 △     4 △     1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 915 267 648 △ 3,510 4,425

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,155 8,665 △ 3,510 8,665 △ 3,510

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 6,071 8,933 △ 2,862 5,155 916

比較（Ａ-Ｂ）
平成15年度末

（要約）（Ｃ）
比較（Ａ-Ｃ）

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書

平成16年中間
期末（Ａ）

平成15年中間
期末（Ｂ）

 20
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セグメント情報 
 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

 
銀行業 

(百万円)

リース業

(百万円)

その他 

の事業 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

経常収益   

(1) 外部顧客に対する経常収益 3,770 1,368 ― 5,138 ― 5,138

(2) セグメント間の内部経常収益 27 35 ― 62 (62) ―

計 3,797 1,403 ― 5,201 (62) 5,138

経常費用 3,410 1,265 4 4,679 (26) 4,653

経常利益 387 138 △4 522 36 485

 

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 
銀行業 

(百万円)

リース業

(百万円)

その他 

の事業 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

経常収益   

(1) 外部顧客に対する経常収益 3,604 1,227 3 4,836 ― 4,836

(2) セグメント間の内部経常収益 33 46 ― 79 (79) ―

計 3,638 1,274 3 4,916 (79) 4,836

経常費用 3,147 1,177 ─ 4,324 (78) 4,246

経常利益 490 96 3 591 1 590

 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 
銀行業 

(百万円)

リース業

(百万円)

その他 

の事業 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

経常収益   

(1) 外部顧客に対する経常収益 7,390 2,649 ─ 10,040 ― 10,040

(2) セグメント間の内部経常収益 53 67 ― 120 (120) ―

計 7,444 2,716 ─ 10,160 (120) 10,040

経常費用 7,036 2,521 1 9,560 (181) 9,378

経常利益 407 194 △1 600 △60 661

(注) １ 業務区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、「その他の事業」はクレジットカ

ード業務であります。 

２ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

 全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

 
 

３．国際業務経常収益 

 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しておりま

す。 
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リース取引関係 
 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(貸手側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(貸手側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(貸手側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間連結会計期間

末残高 

 ・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間連結会計期間

末残高 

 ・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び年度末残高 

  取得価額 

動産 28,356百万円

その他 1,898百万円

合計 30,255百万円
 

  取得価額 

動産 30,222百万円

その他 2,339百万円

合計 32,562百万円
 

  取得価額 

動産 29,319百万円

その他 1,965百万円

合計 31,284百万円
 

  減価償却累計額 

動産 24,167百万円

その他 1,569百万円

合計 25,737百万円
 

  減価償却累計額 

動産 25,495百万円

その他 2,038百万円

合計 27,533百万円
 

  減価償却累計額 

動産 24,831百万円

その他 1,641百万円

合計 26,473百万円
 

  中間連結会計期間末残高 

動産 4,188百万円

その他 329百万円

合計 4,517百万円
 

  中間連結会計期間末残高 

動産 4,726百万円

その他 301百万円

合計 5,028百万円
 

  年度末残高 

動産 4,488百万円

その他 323百万円

合計 4,811百万円
 

 ・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

１年内 1,968百万円

１年超 3,618百万円

合計 5,586百万円
 

 ・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

１年内 1,942百万円

１年超 4,063百万円

合計 6,005百万円
 

 ・未経過リース料年度末残高相当

額 

１年内 1,930百万円

１年超 3,876百万円

合計 5,807百万円
 

 ・受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 1,086百万円

減価償却費 646百万円

受取利息相当額 47百万円
 

 ・受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 1,065百万円

減価償却費 690百万円

受取利息相当額 33百万円
 

 ・受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 2,153百万円

減価償却費 1,312百万円

受取利息相当額 81百万円
 

 ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を控除

した額を利息相当額とし、各中

間連結会計期間への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

 ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を控除

した額を利息相当額とし、各中

間連結会計期間への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

 ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を控除

した額を利息相当額とし、各連

結会計年度への配分方法につい

ては、利息法によっておりま

す。 
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有価証券関係 
 
※１ 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載し

ております。 
※２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
Ⅰ 前中間連結会計期間末 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成15年９月30日現在) 

 

 
中間連結貸借対照 
表計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

国債 ― ― ― ― ―

地方債 2,496 2,603 106 106 ―

短期社債 ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ―

その他の証券 5,600 5,127 △472 14 486

その他 ― ― ― ― ―

合計 8,096 7,731 △365 121 486

(注) １ 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 
２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成15年９月30日現在) 
 

 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照
表計上額(百万円)

評価差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

株式 2,328 1,940 △388 37 425
債券 44,409 43,516 △893 91 984

国債 15,566 15,206 △359 43 403
地方債 4,461 4,289 △171 9 180

短期社債 ― ― ― ― ―

社債 24,382 24,020 △361 38 400

その他の証券 7,414 6,547 △867 22 889

その他 ― ― ― ― ―

合計 54,152 52,003 △2,148 150 2,299

(注) １ 中間連結貸借対照表計上額は、その他有価証券のうち時価のある株式及び受益証券については、当中間
連結決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価により計上し、それ以外については、当中間連結決
算日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
３ 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式および時価のあるその他の証券につい

て減損処理は行っておりません。 
  なお、売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価が把握できる有価証券について、時価が著しく下

落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行っております。時価が著し
く下落したときとは、時価が取得原価に比べ、30％以上下落した状態にあることであります。 

 
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成15年９月30日現
在) 

 

 金額(百万円) 

満期保有目的の債券 200

特定私募債 200

関連会社株式 11

その他有価証券 166

非上場株式(店頭売買株式を除く) 164

出資金 1
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Ⅱ 当中間連結会計期間末 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成16年９月30日現在) 

 

 
中間連結貸借対照 
表計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

国債 ─ ─ ─ ─ ─

地方債 2,423 2,533 109 109 ─

短期社債 ─ ─ ─ ─ ─

社債 ─ ─ ─ ─ ─

その他 8,500 8,085 △414 55 470

合計 10,923 10,618 △305 164 470

(注) １ 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 
２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年９月30日現在) 
 

 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照
表計上額(百万円)

評価差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

株式 1,976 1,724 △251 54 306

債券 50,069 49,541 △527 203 731

国債 18,038 17,805 △232 107 340

地方債 3,922 3,797 △125 10 136
短期社債 ─ ─ ─ ─ ─
社債 28,108 27,938 △169 84 254

その他 5,708 5,381 △327 182 510

合計 57,753 56,647 △1,106 441 1,548

(注) １ 中間連結貸借対照表計上額は、その他有価証券のうち時価のある株式及び受益証券については、当中間
連結決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価により計上し、それ以外については、当中間連結決
算日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
３ 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について47百万円減損処理を行ってお

ります。 
  なお、売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価が把握できる有価証券について、時価が著しく下

落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行っております。時価が著し
く下落したときとは、時価が取得原価に比べ、30％以上下落した状態にあることであります。 

４ 当中間連結会計期間より、「その他の証券」と「その他」を合わせて、「その他」として表示しており
ます。 

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成16年９月30日現
在) 

 

 金額(百万円) 

満期保有目的の債券 350

特定私募債 350

関連会社株式 17

その他有価証券 195

非上場株式(店頭売買株式を除く) 193

出資金 1
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Ⅲ 前連結会計年度末 
１ 売買目的有価証券(平成16年３月31日現在) 

 連結貸借対照表計上額(百万円) 
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

(百万円) 

売買目的有価証券 0 ─

 
２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成16年３月31日現在) 

 

 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

国債 ─ ─ ─ ─ ─
地方債 2,460 2,570 110 110 ─
短期社債 ─ ─ ─ ─ ─

社債 ─ ─ ─ ─ ─

その他の証券 5,600 5,170 △429 28 458

その他 ─ ─ ─ ─ ─

合計 8,060 7,740 △319 139 458

(注) １ 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 
２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 
 

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年３月31日現在) 
 

 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

株式 2,086 1,853 △233 51 285
債券 48,044 47,307 △736 146 882

国債 17,109 16,800 △308 73 382

地方債 4,288 4,140 △148 9 158

短期社債 ─ ─ ─ ─ ─

社債 26,645 26,366 △278 62 341

その他の証券 7,283 6,913 △370 122 492

その他 ─ ─ ─ ─ ─

合計 57,414 56,074 △1,340 320 1,660

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、株式及びその他の証券中の受益証券については、当連結会計年度末前１ヵ月
の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日にお
ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
３ 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行ったものはございま

せん。 
  なお、売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価が把握できる有価証券について、時価が著しく下

落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行っております。時価が著し
く下落したときとは、時価が取得原価に比べ、30％以上下落した状態にあることであります。 

 

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31
日) 
該当ありません。 
 

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
 

 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

その他有価証券 13,261 254 46
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６ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成16年３月31日現在) 

 

 金額(百万円) 

満期保有目的の債券 300

特定私募債 300

関連会社株式 13

その他有価証券 169

非上場株式(店頭売買株式を除く) 167

出資金 1

 
７ 保有目的を変更した有価証券はありません。 
 
８ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額(平成16年３月31日

現在) 
 

 １年以内(百万円) 
１年超５年以内 

(百万円) 
５年超10年以内 

(百万円) 
10年超(百万円) 

債券 5,159 29,044 10,121 5,742

国債 1,278 8,832 4,618 2,071

地方債 532 3,611 2,455 ─

短期社債 ─ ─ ─ ─

社債 3,348 16,601 3,046 3,670

その他の証券 171 931 2,991 8,418

その他 ─ ─ ─ ─

合計 5,330 29,976 13,112 14,160

 
 

 

金銭の信託関係 
 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 
１ 満期保有目的の金銭の信託(平成15年９月30日現在) 

該当ありません。 
 

 

２ その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成15年９月30日現在) 
該当ありません。 

 
 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 
１ 満期保有目的の金銭の信託(平成16年９月30日現在) 

該当ありません。 
 

 

２ その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成16年９月30日現在) 
該当ありません。 
 

 

Ⅲ 前連結会計年度末 
１ 運用目的の金銭の信託(平成16年３月31日現在) 

該当ありません。 
 

 

２ 満期保有目的の金銭の信託(平成16年３月31日現在) 
該当ありません。 
 

 

３ その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成16年３月31日現在) 
該当ありません。 
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その他有価証券評価差額金 
Ⅰ 前中間連結会計期間末 
○その他有価証券評価差額金(平成15年９月30日現在) 
中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりでありま

す。 
 

 金額(百万円) 

評価差額 △2,148

その他有価証券 △2,148

その他の金銭の信託 ―

(＋)繰延税金資産 868

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △1,279

(△)少数株主持分相当額 ―

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金のうち親会社持分相当額 

―

その他有価証券評価差額金 △1,279

 
Ⅱ 当中間連結会計期間末 
○その他有価証券評価差額金(平成16年９月30日現在) 
中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりでありま

す。 
 

 金額(百万円) 

評価差額 △1,106
その他有価証券 △1,106

その他の金銭の信託 ─

(＋)繰延税金資産 447

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △659

(△)少数株主持分相当額 ─

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金のうち親会社持分相当額 

─

その他有価証券評価差額金 △659

 

 

Ⅲ 前連結会計年度末 
○その他有価証券評価差額金(平成16年３月31日現在) 
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

 

 金額(百万円) 

評価差額 △1,340

その他有価証券 △1,340

その他の金銭の信託 ─

(＋)繰延税金資産 541

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △798

(△)少数株主持分相当額 ─

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金のうち親会社持分相当額 

─

その他有価証券評価差額金 △798
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デリバティブ取引関係 
Ⅰ 前中間連結会計期間末 

(1) 金利関連取引(平成15年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金利先物 ― ― ―
取引所 

金利オプション ― ― ―

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 2,090 △95 42
金利オプション ― ― ―

店頭 

その他 ― ― ―
 合計 ― △95 42
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されるデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
 

(2) 通貨関連取引(平成15年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨先物 ― ― ―
取引所 

通貨オプション ― ― ―
通貨スワップ ― ― ―
為替予約 71 66 0
通貨オプション ― ― ―

店頭 

その他 ― ― ―
 合計 ― 66 0
(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッ

ジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債
権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上
消去されたものについては、上記記載から除いております。 

２．従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、当中間連結会計期間からは上記に含
めて記載しております。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワ
ップ取引等については、上記記載から除いております。 

 
(3) 株式関連取引(平成15年９月30日現在) 

該当ありません。 
 

(4) 債券関連取引(平成15年９月30日現在) 
該当ありません。 

 
(5) 商品関連取引(平成15年９月30日現在) 

該当ありません。 
 

(6) クレジットデリバティブ取引(平成15年９月30日現在) 
保証に準じた取引であり、記載対象から除いております。 

 
 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 
(1) 金利関連取引(平成16年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金利先物 ─ ─ ─
取引所 

金利オプション ─ ─ ─

金利先渡契約 ─ ─ ─

金利スワップ 1,485 △76 12
金利オプション ─ ─ ─

店頭 

その他 ─ ─ ─
 合計 ─ △76 12

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除
いております。 
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(2) 通貨関連取引(平成16年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨先物 ─ ─ ─
取引所 

通貨オプション ─ ─ ─
通貨スワップ ─ ─ ─
為替予約 282 287 0

通貨オプション ─ ─ ─店頭 

その他 ─ ─ ─

 合計 ─ 287 0
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。なお、「銀行業に

おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもの
で当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等
が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

 

(3) 株式関連取引(平成16年９月30日現在) 
該当ありません。 

 
(4) 債券関連取引(平成16年９月30日現在) 

該当ありません。 
 

(5) 商品関連取引(平成16年９月30日現在) 
該当ありません。 

 
(6) クレジットデリバティブ取引(平成16年９月30日現在) 

保証に準じた取引であり、記載対象から除いております。 
 

 

Ⅲ 前連結会計年度末 

１ 取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成16年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

金利先物  
 売建 ─ ─ ─ ─
 買建 ─ ─ ─ ─
金利オプション  
 売建 ─ ─ ─ ─

取引所 
 

 買建 ─ ─ ─ ─

金利先渡契約  

 売建 ─ ─ ─ ─
 買建 ─ ─ ─ ─
金利スワップ  
 受取固定・支払変動 ─ ─ ─ ─
 受取変動・支払固定 1,495 1,495 △89 49
 受取変動・支払変動 ─ ─ ─ ─
金利オプション  
 売建 ─ ─ ─ ─
 買建 ─ ─ ─ ─
その他  
 売建 ─ ─ ─ ─

店頭 

 買建 ─ ─ ─ ─
 合計 ─── ─── △89 49

(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定 
  取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引に

つきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 
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(2) 通貨関連取引(平成16年３月31日現在) 
 

  

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨先物  
 売建 ─ ─ ─ ─
 買建 ─ ─ ─ ─
通貨オプション  
 売建 ─ ─ ─ ─

取引所 

 買建 ─ ─ ─ ─
通貨スワップ ─ ─ ─ ─
為替予約  
 売建 196 ─ 192 3

 買建 196 ─ 192 △3

通貨オプション  

 売建 ─ ─ ─ ─
 買建 ─ ─ ─ ─
その他  
 売建 ─ ─ ─ ─

店頭 

 買建 ─ ─ ─ ─

 合計 ─── ─── 385 0

(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
  なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該
外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連
結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定 
割引現在価値等により算定しております。 

３ 従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、当連結会計年度からは上記に含めて
記載しております。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱
い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号)に基づき、ヘッジ会計を適用している通貨スワッ
プ取引等については、上記記載から除いております。 

 
(3) 株式関連取引(平成16年３月31日現在) 

該当事項なし。 
 

(4) 債券関連取引(平成16年３月31日現在) 
該当事項なし。 
 

(5) 商品関連取引(平成16年３月31日現在) 
該当事項なし。 

 
(6) クレジットデリバティブ取引(平成16年３月31日現在) 
保証に準じた取引であり、記載対象から除いております。 
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1.16年9月中間期の業績（平成16年4月1日～平成16年9月30日）

（1）経営成績 （注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

1株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

16年9月中間期 3,626 △ 4.1 475 28.0 277 37.8 5.97 

15年9月中間期 3,784 5.5 371 △ 43.5 201 △ 44.7 4.33 

16年3月期 7,419        - 383         - 282         - 6.06 

（注）①期中平均株式数 16年9月中間期　46,504,503株　15年9月中間期　46,531,214株　16年3月期　46,525,046株

　　　②会計処理の方法の変更　無

　　　③経常収益、経常利益、中間（当期）利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（2）配当状況

　円　銭 　円　銭 （注）16年9月中間期中間配当内訳

16年9月中間期 2.50  　　　 - 　記念配当　　0円00銭

15年9月中間期 2.50  　　　 - 　特別配当　　0円00銭

16年3月期 　　　 - 5.00  

（3）財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率
1株当たり
株主資本

単体自己
資本比率

(国内基準)
百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

16年9月中間期 322,559 14,669 4.5 315.51 8.96 

15年9月中間期 321,408 13,930 4.3 299.43 8.62 

16年3月期 316,042 14,373 4.5 309.03 8.84 

（注）期末発行済株式数 16年9月中間期 46,494,682株　15年9月中間期 46,523,452株　16年3月期 46,512,269株　

　　　なお、16年9月中間期の単体自己資本比率（国内基準）は速報値であります。

2.17年3月期の業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金
期末

億円 億円 億円 円 銭 円 銭

通期 71 6 3 2.50  5.00  

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）　6円 45銭

中間（当期）純利益

平成17年3月期　個別中間財務諸表の概要

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

経常収益 経常利益

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
　様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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（単位：百万円）

科 目 科 目 金　　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 12,102 預 金 298,383 

コ ー ル ロ ー ン 13,000 借 用 金 1,748 

買 入 金 銭 債 権 240 そ の 他 負 債 824 

有 価 証 券 65,640 退 職 給 付 引 当 金 274 

貸 出 金 221,085 役員退職慰労引当金 147 

外 国 為 替 18 再評価に係る繰延税金負債 799 

そ の 他 資 産 1,124 支 払 承 諾 5,712 

動 産 不 動 産 5,481 負 債 の 部 合 計 307,889 

繰 延 税 金 資 産 1,706 （ 資 本 の 部 ）

支 払 承 諾 見 返 5,712 資 本 金 6,400 

貸 倒 引 当 金 △ 3,553 資 本 剰 余 金 235 

資 本 準 備 金 235 

利 益 剰 余 金 7,534 

利 益 準 備 金 855 

任 意 積 立 金 5,572 

中間未処分利益 1,106 

中間純利益 277 

土地再評価差額金 1,177 

株式等評価差額金 △   659 

自 己 株 式 △    17 

資 本 の 部 合 計 14,669 

資 産 の 部 合 計 322,559 負債及び資本の部合計 322,559 

第 155 期中（ 平成16年 9月30日現在 ）中間貸借対照表

金　　　　　額
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中間貸借対照表の注記 

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価

証券のうち時価のある株式及び受益証券については中間決算日前１ヵ月の市場価格等の平均

に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、それ以外については中間決

算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のな

いものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．動産不動産の減価償却は、次の方法により年間減価償却費見積額を、期間により按分し計上

しております。 

建 物   定率法を採用し、税法基準の 160％の償却率による。 

ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し、税法基準の 160％の償却率による。 

動 産   定率法を採用し、税法基準の償却率による。 

その他   税法の定める方法による。ただし、構築物は税法基準の 160％の償却率に

よる。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  4 年～50 年 

動 産  2年～20年 

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づく定額法に

より償却しております。 

７．外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に

係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況に

ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債

権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、

債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等

に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等の一部については、債権額から

担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と

して債権額から直接減額しており、その金額は 59百万円であります。 
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９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務    発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）によ

る定率法により損益処理 

数理計算上の差異  発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）によ

る定率法により、翌期から損益処理 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理することとし、当中

間期においては同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。 

10．役員退職慰労引当金は、内規に基づく期末要支給額を計上しております。なお、役員退職慰

労引当金は、商法施行規則第43条に規定する引当金であります。 

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

12．金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジに

よっております。なお、当中間期において当該ヘッジ会計の適用となる取引はございません。 

また、当中間期末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損失のうち、「銀行業におけ

る金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生

じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づ

く繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定

元本金額に応じ平成15年度から６年間にわたって、資金調達費用として期間配分しておりま

す。 

  なお、当中間期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は82百万円であります。 

13．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に

おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定する

繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等

の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相

当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。なお、

当中間期において当該ヘッジ会計の適用となる取引はございません。 

14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係

る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

15．取締役及び監査役に対する金銭債権総額  36百万円 

16．動産不動産の減価償却累計額  4,009百万円 

17．動産不動産の圧縮記帳額  316百万円（当中間圧縮記帳額 －百万円） 

18．貸出金のうち、破綻先債権額は 2,310百万円、延滞債権額は 3,810百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか

った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
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ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 41百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は5,917百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

21．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 

12,080百万円であります。 

  なお、18.から21.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

22．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、

中間貸借対照表計上額は、300百万円であります。 

23．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これ

により受け入れた銀行引受手形、商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は4,416百万円であります。 

24．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金       100百万円 

担保資産に対応する債務はございません。 

上記のほか、為替決済、日本銀行歳入代理店等の取引の担保として、預け金 3百万円、有

価証券 12,320百万円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は93百万円であります。 

25．従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他

資産」に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 82百万円で

あります。当中間期においては、繰延ヘッジ利益がなかったため、評価差額と一致しており

ます。 

26．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法    土地の再評価に関する法律施行令（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第１

号及び４号に定める地価公示価格及び財産

評価基本通達に基づいて、（奥行価格補正、

時点修正、近隣売買事例による補正等）合

理的な調整を行って算出 
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27．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入

金 900百万円が含まれております。 

28．１株当たりの純資産額  315円51銭 

29．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価

証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。以下34．まで同様で

あります。 

売買目的有価証券 

中間貸借対照表計上額          －百万円 

当中間期の損益に含まれた評価差額   － 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  中間貸借対照表  時 価   差 額 

 計 上 額              うち益   うち損 

国債        －百万円  －百万円  －百万円   －百万円  －百万円 

地方債      2,423    2,533     109      109     － 

社債         －      －      －        －     － 

その他    8,500       8,085       △414      55     470 

合計   10,923   10,618    △305      164     470 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはございません。 

その他有価証券で時価のあるもの 

    取得原価  中間貸借対照表 評価差額     

   計 上 額          うち益   うち損 

株式       1,976百万円 1,724百万円 △  251百万円   54百万円   306百万円 

債券      50,069    49,541     △  527         203       731 

国債     18,038    17,805    △  232         107      340 

地方債     3,922    3,797       △  125          10       136 

社債      28,108    27,938    △  169          84     254 

その他     5,708       5,381       △  327         182          510 

合計    57,753    56,647    △1,106     441    1,548 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産 447百万円を加えた額が、「株式等評価差額

金」に含まれております。また、当中間期において、その他有価証券で時価のある株

式について47百万円減損処理を行っております。 

なお、売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価が把握できる有価証券につい

て、時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、

減損処理を行っております。時価が著しく下落したときとは、時価が取得原価に比べ、

30％以上下落した状態にあることであります。 

30．当中間期中に売却した満期保有目的の債券はございません。 

31．当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売却額     売却益    売却損 

  5,310百万円   43百万円    7百万円 
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32．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであり

ます。 

内容       中間貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券               350百万円 

特定私募債            350 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式      527 

子会社・子法人等株式       526 

関連法人等株式            1 

その他有価証券               192 

非上場株式(店頭売買株式を除く)  192 

33．当中間期中に、保有目的を変更した満期保有目的の債券はございません。 

  34．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次

のとおりであります。 

  １年以内    １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超 

債券      8,363百万円  26,435百万円   11,919百万円   5,597百万円 

国債      2,649       7,118       5,956      2,079 

地方債      269      3,549       2,402          - 

社債      5,444      15,766       3,560      3,517 

その他      134           1,529            2,226           4,500 

合計     8,497      27,964      14,145     10,097 

35．当中間期末において金銭の信託の保有はございません。 

36．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券はございません。ま

た、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の国債、社

債に合計 159百万円含まれております。 

37．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出

を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、34,244百万

円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが 6,907百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴

求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必

要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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第 155期中
平成16年 4月  1日
平成16年 9月 30日

から
まで

中間損益計算書

（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

3,626

資 金 運 用 収 益 3,174  

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （　　　　2,822）

(うち有価証券利息配当金) （　　　　  342）

役 務 取 引 等 収 益 365  

そ の 他 業 務 収 益 39  

そ の 他 経 常 収 益 46  

3,151

資 金 調 達 費 用 101  

( う ち 預 金 利 息 ) （　　　　   72）

役 務 取 引 等 費 用 264  

そ の 他 業 務 費 用 15  

営 業 経 費 2,330  

そ の 他 経 常 費 用 439  

475

10

1

484

264

△ 57

277

828

1,106

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり中間純利益金額　　5円97銭

３．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額375百万円、株式等売却損6百万円及び株式等償却

　47百万円を含んでおります。

４．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年３月法律第９号）が平成15年３月31日に公布

　され、平成16年４月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価

　値額」及び「資本等の金額」に変更されることになりました。これに伴い、「法人事業税におけ

　る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実

　務対応報告第12号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事

　業税について、当中間期から中間損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。

特 別 損 失

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

科　　　　　目

（注）

経 常 収 益

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、 住民 税及 び事 業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

 38
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（単位：百万円）

科 目

12,102 10,229 1,873 10,230 1,872

13,000 19,000 △6,000 6,000 7,000

240 505 △  265 361 △  121

0 0

65,640 60,991 4,649 65,128 512

221,085 218,596 2,489 223,186 △2,101

18 18 0 17 1

1,124 1,037 87 1,063 61

5,481 5,488 △    7 5,534 △   53

1,706 1,954 △  248 1,743 △   37

5,712 6,394 △  682 6,158 △  446

△3,553 △2,808 △  745 △3,381 △  172

322,559 321,408 1,151 316,042 6,517

298,383 297,223 1,160 291,577 6,806

1,748 1,666 82 1,758 △   10

0 0 0 0

824 961 △  137 982 △  158

274 357 △   83 255 19

147 73 74 136 11

799 799 0 799 0

5,712 6,394 △  682 6,158 △  446

307,889 307,477 412 301,668 6,221

6,400 6,400 0 6,400 0

235 235 0 235 0

235 235 0 235 0

7,534 7,408 126 7,372 162

利 益 準 備 金 855 808 47 832 23

任 意 積 立 金 5,572 5,572 0 5,572 0

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 1,106 1,027 79 967 139

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 277 201 76 282 △   5

1,177 1,177 0 1,177 0

△   659 △1,279 620 △   798 139

△    17 △    9 △    8 △    12 △   5

14,669 13,930 739 14,373 296

322,559 321,408 1,151 316,042 6,517

比較（Ａ-Ｃ）

比較中間貸借対照表（主要内訳）

平成16年中間期
末（Ａ）

平成15年中間期
末（Ｂ）

比較（Ａ-Ｂ）
平成15年度末

（要約）（Ｃ）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

預 金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

 39



株式会社　島根銀行

（単位：百万円）

3,626 3,784 △  158 7,419

資 金 運 用 収 益 3,174 3,164 10 6,342

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 2,822 ） （ 2,888 ） （ △   66 ） （ 5,758 ）

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) （ 342 ） （ 271 ） （ 71 ） （ 571 ）

役 務 取 引 等 収 益 365 371 △    6 716

そ の 他 業 務 収 益 39 83 △   44 93

そ の 他 経 常 収 益 46 164 △  118 267

3,151 3,412 △  261 7,035

資 金 調 達 費 用 101 117 △   16 224

( う ち 預 金 利 息 ) （ 72 ） （ 87 ） （ △   15 ） （ 164 ）

役 務 取 引 等 費 用 264 237 27 486

そ の 他 業 務 費 用 15 47 △   32 127

営 業 経 費 2,330 2,383 △   53 4,742

そ の 他 経 常 費 用 439 627 △  188 1,454

475 371 104 383

10 8 2 194

1 14 △   13 25

484 365 119 552

264 345 △   81 566

△ 57 △ 181 124 △ 296

277 201 76 282

828 750 78 750

76 △   76 76

△   1 1 △  1

116

23

1,106 1,027 79 967

比較中間損益計算書（主要内訳）

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

平成15年（要
約）（Ｃ）

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

退 職 給 与 積 立 金 取 崩 額

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

平成16年中間期
（Ａ）

平成15年中間期
（Ｂ）

比較（Ａ-Ｂ）

経 常 収 益

科　　　　目
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リース取引関係 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ・リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

 ・リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

 ・リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  取得価額相当額 

動産 274百万円

その他 ―百万円

合計 274百万円
 

  取得価額相当額 

動産 411百万円

その他 ─百万円

合計 411百万円
 

  取得価額相当額 

動産 235百万円

その他 ─百万円

合計 235百万円
 

  減価償却累計額相当額 

動産 170百万円

その他 ―百万円

合計 170百万円
 

  減価償却累計額相当額 

動産 115百万円

その他 ─百万円

合計 115百万円
 

  減価償却累計額相当額 

動産 122百万円

その他 ─百万円

合計 122百万円
 

  中間会計期間末残高相当額 

動産 104百万円

その他 ―百万円

合計 104百万円
 

  中間会計期間末残高相当額 

動産 295百万円

その他 ─百万円

合計 295百万円
 

  期末残高相当額 

動産 113百万円

その他 ─百万円

合計 113百万円
 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残高

が有形固定資産の中間会計期

間末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残高

が有形固定資産の中間会計期

間末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法によっております。 

 ・未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

１年内 38百万円

１年超 66百万円

合計 104百万円

(注) 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過リ

ース料中間会計期間末残高が

有形固定資産の中間会計期間

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ております。 

 ・未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

１年内 73百万円

１年超 222百万円

合計 295百万円

(注) 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過リ

ース料中間会計期間末残高が

有形固定資産の中間会計期間

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ております。 

 ・未経過リース料期末残高相当額

１年内 36百万円

１年超 76百万円

合計 113百万円

(注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

おります。 

 ・当中間会計期間の支払リース料 

26百万円 

 ・減価償却費相当額 26百万円
 

 ・当中間会計期間の支払リース料

36百万円

 ・減価償却費相当額 36百万円
 

 ・当期の支払リース料 

48百万円

 ・減価償却費相当額 48百万円
 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

２ オペレーティング・リース取引 

 ・未経過リース料 

１年内 ―百万円

１年超 ―百万円

合計 ―百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

 ・未経過リース料 

１年内 ─百万円

１年超 ─百万円

合計 ─百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

 ・未経過リース料 

１年内 ─百万円

１年超 ─百万円

合計 ─百万円
 

 




